




















































































































































































合　計 986，078社267，174社270，316社 15，276社 2，445社1，541，299社100％




































































A を使用させて，名称 を含めた，株式会社の点でそれ以外の株 法の規定を現行通り
式会社と区別させる 全面的に遍用する
































種　　類 最低資本 名　　　称 規　　　　　制 特　別　規　制
2千万円以上 公開会社，非公 株式会社に関する規
開会社の区分は 定中に閉鎖会社，小
株式会社 しない 規模会社に適した規定を設けることによC り，法規制の実質的
分化をはかる※
1千万円以上 有限会社を非公開株
式会社に統合する（
案 最低資本金は有限会
有限会社 社の規定による）た
だし現在の有限会社
は有限会社の名称を
用いることができる
※株式会社の制限，被圧追株主の株式買取請求権，機関，公開の簡略化など。
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（付　表）　〔注1〕
事　　　　項 公開（本質的〉株式会社 非公開株式会社
a　株式の譲渡制限 できない。 できる（五1）。
b　株券の不発行 商法226条ノ2による場合を除き，できない（現行どおり）。
定款で定めることができる
（五4）。
c　新株発行 取締役会決議による（現行どおり） 株主総会決議による（六1）。
d　株主の新株引受権 法定しない（現行どおり）。
法定する（その排除には，そのつ
ど株主総会の特別決議を要する）
（六2）。
e　株式・社債の公募 できる（現行どおり）。 できない（六46）。
f　公告（決算公告）
の方法
官報又は時事に関する日刊新聞紙
への掲載（現行どおり）
大規模会社の決算公告は同上。一
般に公告方法を限定しない（一12）。
g　取締役の員数 3名以上（現行どおり）。
大規模会社（資本・総資産・売上
高・従業員数・株主数・発行済株
式総数等の基準を考慮）のほか，
1名以上（二1）。
h　監査役 常勤・複数 大規模会社のほか，任意（三1）。
i　会計監査人監査 強制
大規模会社のほか，適用なし（七
4）。中規模会社にっき，簡易な外
部監査を強制（七5）。
j株主・取締役の責
任
有限責任（現行ど沿り）
特則を検討（二16・五9～11）特
に資本金の少ない会社・監査や計
算の公開が不十分な会社を対象と
する。
k株主の総会外の説
明請求権・監督権 現行どおり。
強化（三4・四7・七10等）。
1　権利が抑圧されて
いる株主の株式の買
取請求権
認めない。
ただし，株式の市場1生がない会社
については，さらに検討する。
認める（五6）。
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　A案は株式会社を公開株式会社と非公開株式に区分し，有限会社とともに
3種類にする案である。A案のメリットは会社の種類を形式的に区分するこ
とによって，法的安定ひいては取引の安全をはかるところにある。A案は参
議院法務委員会の付帯決議の趣旨に最も忠実な案であり，法務省民事局の意
向もこの案の支持であることは明らかである。しかしこの案には二つの問題
がある。一つは会社を区分する基準であり、他は株式会社に商号変更を強制
する点である。A案にたいする批判も後述するようにこの二点に向けられて
おり，この案が一般のコンセンサスを得るためにはなお相当の曲折があるも
のと思われる。
　B案は株式会社と有限会社の2区分とし，すべての株式会社に会計監査人
の監査か限定監査を強制するが，有限会社には一切の監査を不要とすること
により，株式会社と有限会社との差異を監査の有無に求めようとする案であ
る。また大規模な有限会社を認めず，株式会社への組織変更を強制するとと
もに，外部監査を希望しない株式会社には，有限会社への組織変更が強制さ
れる。商法の根本理念である債権者保護を達成する手段としての3本柱（後
述する〉の中で，外部監査の役割りを最重要視する案といえる。
　C案は会社の区分，再編成を行なわず，株式会社に関する規定中に閉鎖的
会社，小規模会社に適した規定を設けることによって，法規制の実質的分化
をはかろうとしている。三つの中で最も現実妥協的な案，したがって最も
抵抗は少ないが付帯決議の意図した線からは一番後退した案である。
　2．最低資本金制度
　「問題点」は最低資本金制について次のように提案している。
　「株式会社についても最低資本金制度を設けるとともに，有限会社の最低
資本額（有限会社法9条）を相当額（例えば1，000万円）に引き上げるとの
意見があるが，どうか。株式会社の最低資本金額は，例えば2，000万円とす
ることはどうか」　（注2）
　最低資本金制度を取り上げた理由として，稲葉審議官は，それが会社の有
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限責任制度を保証する三本の柱の一つとして，有限責任の濫用の防止，債権
者の保護，経営の活力維持に役立つことをあげている。
　「株式会社や有限会社は，その活動によって生じた債務につきその財産で
1のみ責任を負い，株主・社員や経営者（取締役）は，原則として個人責任を
負わない。そのような会社で，資本金が少ないときは，わずかの損失が生じ
ただけで債務超過となり，倒産の危険がある（破産127）・これでは，債権者
の保護ひいては経済取引秩序の適正は図られない。中略　会社の資本が他動
的な動機づけがない限り過少となる強い傾向をもつことは顕著な事実である。
中略　設立者の立場からいえば，資本として出資するより，貸付金として資
金提供するほうが会社が倒産した場合法律上明らかに有利である。中略　適
正な最低資本金制度の導入によって，会社の財政的基盤が確立され，取引秩
序の維持のうえで危険な会社が作り難くなるとともに，経営者株主自身も，
会社の倒産によって損害を受けることになり，無責任な経営を行なうことを
チェックできるメリットがある。」　（注3）
　有限会社の資本金を1，000万円とする根拠は，昭和13年有限会社法制定時
の最低資本金が1万円で，その後の物価の上昇を約1，000倍とみて1，000万
円が妥当な額としている。株式会社の最低資本金は，有限会社のそれの2倍
から10倍の範囲として，その最低額の2，000万円としたということである。
なお外国では，フランスの公募会社が50万フラン（約1，600万円），非公募
会社が10万フラン（約300万円），イギリスの公会社が5万ポンド（約2，0
00万円），ドイツの株式会社は10万マルク（約1，000万円），有限会社が5
万マルク（約500万円）ということで，これらの例も最低資本金の基準を定
める参考になさったものと思われる。
　この最低資本金に達しないものについては，2年ないし3年の猶予期間を
置いた後，株式会社は有限会社に組織変更が強制され，有限会社は合名会社
または合資会社に組織変更が強制される。猶予期間内に組織変更をしないも
のは解散したものとみなし，職権で解散の登記をする。ただし増資のための
留保利益の資本組入れ，資本再評価による利益の資本組入れを認めるととも
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に，暫定期間内は最低資本金に達しない会社の利益の社外への流出を防止す
る措置を取ることも考えられている。（注4）
　3．計算の明確化
（ア）計算の明確化の意義
　「会社の物的有限責任を支えるもう一つの柱は，計算の明確化すなわち会
社の計算の分離である。小規模閉鎖的会社の典型である同族（家族）会社に
あっては，家計との分離が特に問題になる。会社の活動による計算（損益計
算と資本計算殊に損益計算）が明確かつ適正に行われ，その計算の結果およ
びこれによって明らかとなる会社の財産状況が債権者その他の利害関係人に
開示されることは，有限責任を認める大前提である。会社の得た利益が正確
に計算されたうえ，これを含む会社の財産がきちんと会社に留保されること
が必要である。中略　すなわち有限責任は，債務の引当てとなる財産を限定
し，株主・社員・役員がそれを超える個人責任（無限責任）を負わない仕組
みであるが，その場合にはその責任財産が他の財産と分離して維持管理され，
またその経理が適正に処理されることが必要なことはいうまでもない」（注5）
計算の明確化を保証するものは，計算の開示の確保と会計の監査である。商
法はこれらについて会社法・有限会社法で厳しく規制しているか，中小会社
においてはほとんど実行されていない実状である。監査を担当するものは監
査役であるが，現実にその資格として会計に関する知識・能力があることを
要求されない・小会社では経営者の親族，家族が監査役となることが多く，
有名無実で監査の実績はあがっていない。
　計算の開示について商法は
　（A）株式会社は，貸借対照表またはその要旨を，毎定時総会後に官報また
　　は時事に関する事項を掲載する日刊紙に広告すること
　（B）定時総会の招集通知には，貸借対照表，損益計算書などの計算書類お
　　よび監査報告書の謄本を添付しなければならない
　＠）貸借対照表や損益計算書等の計算書類と附属明細書および監査報告書
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　　は，定時総会の会日前から5年間会社の本店に備え置いて，株主・債権
　　者の閲覧に供し，請求に応じてその謄本・抄本の交付をしなければなら
　　ない
などを定めているが，中小会社においてはこの規定はほとんど実行されてお
らず，定期総会を開催しない会社も多く，開示の規制もまた形骸化している
実状である。このような法律無視の実態を改善するところに計算の明確化の
意義がある。
（イ）開示方法の改善
　（A）公告方法の改善
　　　公告の方法を官報また時事に関する事項を掲載する日刊紙とするのは，
　　公開会社あるいは大規模会社だけとし，小規模閉鎖会社の公告方法はと
　　くに限定しないことにする。　（注6）
　　　これは現商法の規定している公告方法が，中小会社においてほとんど
　　実行されていない現況を踏まえて，公告方法を実態に近づけようとする
　　ものである。ただこのままでは開示の面で従来より一歩後退となるので，
　　これに対する補強として次の（B），＠）を実施する。
　（B）計算書類を会社で一般公衆に公開する。
　　　現行の規定では，株式会社は商法281条1項に定める計算書類および明
　　細書を，会社において株主および債権者に開示することになっている。
　　これをさらに拡張して，貸借対照表および損益計算書については，株主，
　　債権者のみでなく，これから取引をしようとする者も含めた一般公衆に，
　　閲覧および謄本，抄本の交付を可能にしようとするものである。（注7）
　に）計算書類を商業登記所で公開する。
　　　株式会社の貸借対照表，損益計算書および監査報告書（監査証明書〉
　　を商業登記所へ提出させ公開する。　（注8）
　　　この方法は既にイギリス，西ドイツをはじめ欧米諸国において行なわ
　　れているもので，官報，日刊紙での広告が1日限りで利用価値が少ない
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のに比較して，商業登記所においていつでも閲覧，謄本，抄本の交付を
受けることができる制度で，開示の効果はこれによって飛躍的に上がる
ものと期待される。ただ現在，行財政改革によって行政機構の縮少が進
められているとき，機構の拡大につながるこの方法が実現できるかどう
か疑問視するむきも多い。
（ウ）監査の充実
　（A）大規模会社にたいする会計人監査
　　　A案による公開株式会社および非公開会社のうち，一定規模以上のも
　　の（商法特例法の大会社に匹敵するもの）にたいしては，現行の商法お
　　よび商法特例法による「大会社」にたいする監査体制を維持継続する。悌）
　（B）中規模以下の閉鎖的な株式会社にたいする限定（簡易）簡査の実施
　　　監査役制度が実際には形骸化しており，かつこれを是正する効果的な
　　方法を見出すことが困難であることを認めて，株式会社についても現行
　　の有限会社と同じく監査役を必要機関としないことにする。そのかわり
　　の手当として外部の会計専門家による簡易（限定）監査を実施する。簡
　　易監査の内容は，会計帳簿の記載漏れ，または不実記載ならびに，貸借
　　対照表，損益計算書及び附属明細書の記載の会計帳簿との合致の有無（
　　商法281条ノ3第2項2号・9号に該当）に限定した監査を実施する。監
　　査主体としては，会計監査人監査を現行以上に拡大することは困難であ
　　るので，公認会計士，監査法人のほか，会計士補，税理士，商工会議所
　　や商工会の指導員等の活用を考慮する。　（注10）
　（注1）大小（公開・非公開）会社区分立法及び合併に関する間題点，法務省民事局参事
　　　　官室　企業会計’84Vol36No．7P69
　（注2）前掲書　P54
　（注3）　「大小会社区分立法の問題点」稲葉威雄　企業会計’83Vol35No．8P16
　（注4）法務省民事局参事官室　前掲書P67
　（注5）稲葉威雄　前掲書P18
　（注6）法務省民事局参事官室　前掲書P54
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（注7）法務省民事局参事官室前掲書　P61
（注8）法務省民事局参事官室前掲書　P61
（注9）法務省民事局参事官室前掲書　P61
（注10）法務省民事局参事官室前掲書　P62
V　大小会社分立法にたいする意見・批判
　「問題点」の発表は，各界の意見，提案を聞いて審議の参考とするため，
それまでの過程であらわれた問題点を整理して示したものであるから，当然
これにたいして，法曹界，会計学界，会計業界，経済団体，中小企業団体等
から活発な意見，激しい批判が寄せられた。以下これらについて整理して紹
介する。
　1．大小会社区分立法の基本構想について
（ア）賛成論
　区分立法の基本構想について賛成しているのは，日本公認会計士協会（公
認会計士協会）と日本監査役協会（監査役協会）である。
　公認会計士協会の公式見解
　　「小規模または閉鎖会社についての法規制を簡素化・合理化し，これら
　　の会社に適合した法規制の整備を図るために，大小会社の区分立法が必
　　要であることについての異論はない。」（注1）
（イ）条件付賛成論
　つぎの諸団体は，総論的に賛成とするが各論的には反対あるいは修正意見
をもっている。
　日本税理士連合会（税理士連合会）
　　「今般の「問題点」項目をみるに，そこには小規模の株式会社に対する
　　業務運営の簡素・合理化を目指すものと，さらに規制の強化を図ろうと
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　するものとが混在している。小規模の株式会社の業務運営の簡素・合理
　化を図る立法方向に対しては，基本的に賛意を表すわすものであるが，
　必要以上に規制の強化につながる事項に対しては賛成できないところで
　ある。中小企業が日本経済を支える大きな活力となっていることの認識
　の上にたって，中小会社に現在以上の負担と過重な規制を強いる結果を
　招き，かつその経済力を圧迫することが予想されるものについては，こ
　れを極力排除し，中小会社の活性化に最大の配慮がなされるべきものと
　考える。」　（注2）
経済団体連合会（経団連）
　「今回の問題点では，会社運営のための機構及び手続の簡素・合理化を
　図る一方で，有限責任の濫用防止策を打出している。前者のうち特に閉
　鎖的な会社における会社運営のための機構・手続の簡素・合理化　中略
　については，これを積極的に推進すべきものと考える。後者に対する規
　制の強化については，債権者の自己責任との兼ね合いにおいて検討する
　必要があろう。中略　今回の改正を検討するにあたっては，わが国にお
　ける中小企業が果している役割，ベンチャー・ビジネスの育成といった
　観点に立ち，国民経済的にみて悪影響を及ぼさないよう留意すべきであ
　る。」　（注3）
日本商工会議所（日商），東京商工会議所（東商）
　「現行法規を整理し，中小会社の実情を踏まえて所要の改正を行なおう
　とする趣旨には賛同するものである，しかし我国法人企業の圧倒的多数
　が中小会社であることを考えるとき，法改正の成行如何によっては，中
　小会社の将来に大きな影響があり，我国経済の安定をそこなう恐れなし
　としない。立法に当たっては，より一層中小会社の実態把握を進め，と
　くに既存の中小会社に無用の混乱と不安を与え，いたずらな出費を強い
　ることのないよう，また活力ある新規産業の参入障壁となることのない
　よう，慎重かつ漸進的に事を進めるべきである。　（注4）
全国青色申告会連合会（青色申告会）
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「会社らしい会社」という立法の趣旨は理解できるが，立法に当っては
「なぜ，現状のような個人類似の同族会社が濫設されたか」の根源を検
討する必要があろう。戦後，個人経営から会社経営に組識変更する，い
わゆる「法人成り」の原因が「税金対策」にあったことは周知の通りで
ある。法務省当局者は「会社法改正は税制に中立」といわれるが，不自
然な法人成りに対しては，税制の見直しも必要である。　（注5）
　2．会社の区分について
　会社の区分に関する，A案，B案，C案については，それぞれ支持論，反
対論がある。
（ア）A案にっいて
　（a）A案支持
　　　A案を支持するのは公認会計士協会と監査役協会である。
　　監査役協会
　　　「株式会社を「資本金1億円以上の会社と資本金1億円未満の会社に
　　二分」すべきものとする，その理由としては，「小会社は，会社の規
　　模，組織，経営，取引範囲・量，株式の流通性等何れの状況から見
　　ても中規模以上の会社とは区別して規制されるのが適当である。中略
　　　商号中に，公開，非公開あるいは大・小等の区別をするための名称
　　　を付する必要はない。」　（注6）
（b）A案反対
　　税理士連合会
　　　「徒らに会社区分が複雑化するのみであり，公開株式会社の名称を
　　欲しがる会社が多数出現し，実態は非公開株式会社と何ら変わらな
　　い多数の有名無実の公開会社が生まれる恐れがある。中略　公開・
　　非公開の名称は，会社の経済的，社会的信用の基準にされ，高度に
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発達した信用取引社会では，非公開会社であるということだけで取
　引上不利益を被るおそれがある。」（注7）
日本弁護士連合会（日弁連〉
　「A案は個々の事項にては賛成できる点もあるが，商号変更を強制
する点において採りえない」　（注8）
（イ）B案について
　（a）B案支持
　　青色申告会
　　　　「会社の区分に当っては，株式会社には「会社らしく」の考え方で
　　　厳格な法律とし，小規模会社には有限会社を見直し，簡素化された
　　　運営を認め，有限会社の活性化を図るべきである」　（注9）
　　税理士連合会
　　　　「株式会社については，会計監査人監査又は限定監査を強制すると
　　　ともに，有限会社については一切の外部監査を不要とすることによ
　　　って，株式会社と有限会社を区分することについては，法規制のあ
　　　り方としてスッキリしている」（注10）
（b）B案反対
　　公認会計士協会はB案の重点項目である限定監査を拒否しているので，
　　B案そのものにも反対していることになる。
（ウ）C案について
　　税理士連合会，経団連，東商，法人会，日弁連等の諸団体は，A案及び
　B案には賛成できないという形で，消極的な形でのC案支持となっている。
　これはC案が急激な改革を回避し，漸進的で現実性が高いものであるとい
　う印象を与えることによるものと思われる。
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　3．最低資本金制について
（ア）賛成論
　公認会計士協会
　　　「物的会社の有限責任制度を充実させるために，最低資本金制度を設
　　けることに賛成である。最低資本金の金額については，現案性を重視す
　　れば，問題点一・15の提案が妥当であろう。」（筆者注　株式会社2，000万
　　円，有限会社1，000万円）　（注11）
　監査役協会
　　　「有限責任による株式会社の資本金としては，最低2，000万円は必要で
　　ある」　（注12）
　青色申告会
　　　「最低資本金制（株式会社2，000万円，有限会社1，000万円）の金額は，
　　物価上昇（昭和13年の有限会社法制定当時の最低資本金1万円）を考え
　　れば，妥当なものといえよう」　（注13）
（イ）反対論
　経団連
　　　「最低資本金制度は，有限責任の濫用防止の視点からは，それ程有効
　　な制度であるとは考えられない。債権者は，事前に相手会社の財務内容
　　を十分に調査し，必要に応じ経営者の個人保証等をとった上で信用供与
　　を行なうものであり，相手会社の資本金の大きさそれ自体は，債権者の
　　信用供与にとって重要な決定要因とはならないためである」　（溢4）
　日商
　　　「最低資本金の金額を設定し，これを新設のみならず既存の中小・零
　　細会社にまで適用することは至難の業であり，無用の混乱を招くこと必
　　至といえる。もし混乱をおそれて低額に定めるならば，それは制度の立
　　案そのものを無意味なものとする結果となろう。また最低資本金の設定
　　によって，倒産とそれに関連する混乱が回避され，債権者の権利が保障
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　されるというものでもない」　（注15）
　　なお賛成論，反対論のほかに，つぎのような修正意見もある。
関西経済連合会（関経連）
　株式会社　1，000万円ないし2，000万円
　有限会社　　100万円　　　　　　　　　　　　　（注16）
全国法人会総連合（法人会）
　株式会社　1，000万円
　有限会社　　500万円　　　　　　　　　　　　　（注17）
　4．簡易（限定）監査について
（ア）賛成論
　税理士連合会
　　　「会計専門家による外部「監査」を強制することについては，当該「
　　監査」が，いわゆる正規の監査とは異なった，限定された「監査」とし
　　て，社会的に有用な制度に構成され，中小会社にも現実的に受け入れ可
　　能な制度として，かつまた，外部「監査」人の負担と責任を配慮しつつ
　　構成されるべきである」（注18）
　経団連
　　　「有限責任の濫用防止にあたっては，むしろ中小会社の計算・公開を
　　拡充し，債権者が外部監査をうけた適正な計算書類をいつでも入手ない
　　し閲覧しうるような手段を担保し，債権者は，かかる計算書類を判断材
　　料とし，自己の責任において，会社に対し信用供与を行なうことが望ま
　　しいと考える。このような考え方から，一定規模以上の会社で会計監査
　　人の監査をうけない会社に対しては，独立した専門家による簡易監査を
　　導入することが適当である。」　（注19）
??????????????????eO
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　　　「正規の監査では必要かつ十分な監査手続を実施しなければ，財務諸
　表の適正性を検証できない。しかるに提案されている外部「監査」では，
　監査手続の一部を制度的に限定したり，監査人の注意義務の程度を緩和
　　して監査手続の簡易化が考えられている。このような簡易化された監査
　　では，財務諸表の適正性の保証は不可能となり，しかも監査人の責任も
　　不明確なものとなる。中略　この外部「監査」は社会的有用性がないば
　　かりでなく，弊害をもたらす危険性が極めて高い。中略　会計監査の職
　　業的専門家として法律に認められているのは公認会計士又は監査法人の
　　みである。それにもかかわらず，提案では，「監査」に従事できる者と
　　して，公認会計士，監査法人，会計士補又は税理士が想定されているが，
　　その資格が与えられた法律が異なり，またその資格において公的に認め
　　られる能力を異にする者を単に集めただけでは，商法が意図する監査制
　度を秩序あるものとして運営，維持することは困難である」　（注20）
　日商
　　　「莫大な数の中小会社について外部監査を強制することは，それが限
　　定された「監査」であっても，監査実施者，被監査会社の双方において，
　　人的にも物的にも制約が大きく，現実的な策とは言い難い。また限定「監
　査」がはたして責任ある監査となり得るかについても疑問があり，その
　　実効性が疑わしい」　（注21）
　そのほか関経連，法人会も監査の実施が中小企業に経済的負担を強いるこ
とを理由として反対している。なおちなみに，正規の会計監査人監査に要す
る費用は，中規模の上場会社で約1，000万円といわれる。
　以上の意見，見解を綜合すると，大会社と中小会社の利害の対立，さらに
職域の問題が絡んでいることが分る。すなわち公認会計士業界は大企業と結
び，税理士業界は中小企業をクライアントとしているから，次のような図式が
成立する。
　　　　公認会計士一監査業務一大会社
　　　　税理士一税務業務一中小会社
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　利害関係については，同一パターンの中では一致し，パターン相互間にお
いては対立する。とくに今回の区分立法の目玉商品ともいうべきものの一つ
の簡易監査が，監査主体として，従来監査業務にノータッチであった税理士
を考えているところから，公認会計士業界の職域防衛の問題も絡んで，両者
の論争が必要以上に尖鋭化した傾向がある。また産業界としては，今回の区
分立法の影響をまともに受けるのは中小会社で，大会社はほとんど規制の対
象とはなっていない。とくに従来企業内容の開示に消極的であつた小規模・
閉鎖的会社が，経済的負担が増すうえ，自己の内容を公表することを強制さ
れる法案に反対するのは自然の成り行きといえよう。
　5．外部「監査」をめぐる新しい動き
　今回の区分立法の中でとくに論争の中心ともなっている簡易監査について，
立案者の法務省民事局はどのように考えているのであろうか。　「私は（筆者
注稲葉審議官）監査の信頼性は会計監査人の確信というような主観的なもの
ではなく，客観的な噌定のレベルの注意義務を尽したかどうかによる。その
の職務執行について一定のレベルが保持されていることが問題だと思うんで
すね。中略　ですからそれは程度問題で，その程度問題だということをはつ
きりさせた上で，処理をすることにすれば，社会的な受け取り方についても
やはりそういった限界のあるものだとして扱ってもらうほかない。問題はそ
の限定した監査であっても，それが有意義なものかどうかですね。監査は必
ずしも100％の正確性を保障するものではないということは，社会的にもそう
思っていると思います。現に会計監査人が適正だといった会社でも，おかし
なものもあるのですね・そこは極寸嚇柳なのではないかというように思
います」　（停点筆者）（注22）
　「表現は悪いですけれども，どのくらい手を抜けるか。手を抜くことによ
つて，どのくらい正確性を欠くことになるか。正確性を欠くことになるにし
たって，その正確性を欠くことがある程度のところで収まればそれでもいい
のではないか。つまり前から1週間のドックと1日のドックと，朝から2時
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間くらいのドックもあるわけですね。それだってある程度のポイントは押さ
えて，データはある程度出てくるということなので…中略…しかし何かそう
いう仕組みというものを開発するための試みはしてみてもいいのではないの
か」（注23）
　つまり監査というものが正規の監査以外にはありえないとする公認会計士
協会の見解からすれば，簡易監査は監査ではないことになる。また「監査」
ということばに対する産業界の拒否反応もあるところから，アメリカのレビ
ュー，あるいはコンピレーションをモデルにした「調査」ということばを使
用することも考えられている。
　法務省の外部「監査」をめぐって，二つの新しい動きが表面化している。
一つは簡易「監査」を具体化した近畿税士会の「会計帳簿調査証明制度」（仮
称）と，他は簡易監査の成立を前提として，小規模会社のための「会計基準」
すなわち現在の大会社向きの会計基準とは別に，簡易化された会計基準を制
定すべしとする考え方の台頭である。
Oり近畿税理士会の「会計帳簿調査証明制度」　（仮称）
　税理士連合会の商法対策特別委員会は，昭和59年3月法務省の簡易監査の
構想を前向きにとらえて「会計帳簿適法作成証明基準」を作成した。近畿税
理士会ではこれを具体化した「会計帳簿調査証明制度」を昭和59年7月に発
表した。それによると中小企業は内部統制組織の不備から，実査，立会，確
認という正規の監査手続を取り入れることに困難があるので，現実にうけ入
れられる制度とするため監査に三つの限定を設けた。
　（a）証明範囲の限定
　　　原始記録としての証愚書類の正確性を会社の提出する報告書によっ
　　　て保証する。
　（b）証拠資料の限定
　　　証拠資料としては原則として内部資料に限定する。内部資料となる
　　　のは会計帳簿に記載された科目，金額，ならびにそれらの原始資料で
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　　ある証愚書類である。ただし会社の提出する報告書類に信頼性が乏し
　　いと判断した場合，会社にたいする説明請求権，および追加資料の提
　　出を求める資料提出請求権を証明者側に保留する。
（c〉調査技術の限定
　　監査のための技術の本質は，　「事実と記録の照合」と「記録と記録
　　との照合」にあるが，この制度では後者に重点を置く。具体的な手続
　　としては，
　　（i〉証愚突合せ　証愚書類←→仕訳帳の突合せ
　　（ii）帳簿突合せ　仕訳帳←一・元帳，主要簿←→補助簿の突合せ
　　㈹　勘定突合せ　元帳における諸勘定相互の突合せ
　　を用いる。
（d）分析的調査技術の適用
　　勘定分析，比率分析，比較分析などを用いて，計算書類における科
　　目および金額の異常性を発見することにより，調査にあたっての着眼
　　点を認識する。
（e）この制度の特色
　　（i）正規の監査にくらべて，証明者および被証明会社の経済的負担を
　　著しく軽減する。
　　（ii）証明者は，常時会社と意見の交換をはかり，かつ必要に応じて会
　　計組織，会計帳簿の作成等に関して改善を勧告することなどにより
　　内部統制組織の充実に寄与し，会計帳簿の不正，誤謬の防止に効果
　　があるものと期待される。　（注24）
（イ〉小規模会社向け会計基準の制定
　法務省の意図する簡易監査にたいする応急措置的対応とは別に，恒久的対
応ともいうべき小規模会社向け会計基準を制定すべきであるという考え方が
台頭している。すなわち，小規模会社といえども有限責任制度の恩典を受け
ている以上，法の定める外部監査を導入する責任がある。監査コストの負担
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が経営を圧迫することを理由として外部監査を拒否しようとするのは，社会
公正の理念に反するといわなければならない。しかし一方，現在の会計基準
（監査基準）は大規模会社向けのものであって，これを小規模会社に適用す
ることは不適当であり，実施不可能である。したがって速かに，小規模会社
向け会計基準を設定し，これに整合するような外部監査の制度を形成すべき
である。これによって次のようなメリットが得られる。
　（a〉小規模会社に遵法精神を培うことができる
　（b）小規模会社制度が整備される
　（c）有限責任制度に見合う，ディスクロージャー制度が整備され，利害関
　　係の保護が円滑にはかられる。
　（d）監査コストが小規模会社の負担に耐えられるものになる　（注25）
（注1）　「大小会社区分立法」に対する各界意見
　　　企業会計’84Vol36No12P19
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P35（注2）前掲書
（注3）前掲書
（注4）前掲書
（注5）前掲書
（注6）前掲書
（注7）前掲書
（注8）前掲書
（注9）前掲書
（注10）前掲書
（注11）前掲書
（注12）前掲書
（注13）前掲書
（注14）前掲書
（注15）前掲書
P22～23
P30
P41
P48
P27
P24
P39
P48
P24～25
P19
P28
P48
P30
P42
（注16）前掲書
（注17）前掲書
（注18）前掲書
（注19）前掲書
（注20）前掲書
（注21）前掲書
（注22）
P47
P23
P30
P20
P41
　　　「大小会社区分立法」なにが問題か　稲葉威雄
　　　企業会計’84Vol．36No7P28
（注23）　「大小会社区分立法」審議の焦点　稲葉威雄
　　　企業会計’86VoL38Nα1P88
（注24）限定監査の基本構想　佐藤裕志
　　　企業会計’85Vo1．37No．5P88～P91
（注25）小規模会社の会計制度をめぐる諸問題　若杉明
　　　企業会計’85Vol．37No．6P16～P18
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W　おわりに
1．試案の発表
　本年5月15日「商法・有限会社法改正試案」が法務省民事局参事館室より
発表された。これまで述べてきた事項に関するものの要旨をまとめると次の
通りである。
（ア）最低資本金制
　最低資本金を，株式会社2，000万円，有限会社500万円とする。この実施に
ついては，3年ないし10年の猶予期間を設けて増資を促すが，この期間を過
ぎても合資会社等へ組織変更をしない会社は解散したものとみなし，登記官
が職権で解散の登記をする。　（注1）
（イ）公告
　（a）商法特例法上の大会社については，公告の方法は従来通りとする。
　（b）（a〉以外の会社では，官報，日刊紙による公告を省略できる。
　（c）株式会社は，貸借対照表，損益計算書および監査報告書又は調査報告
　書を商業登記所に提出し，登記所でこれらの書類を公開する。（注2）
（ウ）計算を公開していない場合等における取締役の責任
　計算を公開していない会社において，会社債権者は弁済を受けられなかっ
たことにより損害を受けたときは，取締役にたいしてその損害の賠償を請求
することができる。ただし取締役において，その損害が計算を公開しなかっ
たことによって生じたものでないこと，又は計算を公開しなかったことにつ
き注意を怠らなかったことを証明したときはこの限りでない。（計算を公開し
ていない会社とは，計算書を登記所に提出しない会社をいう）　（注3）
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ω　監査役制度
　（a）株式会社の監査役は1人以上とする。ただし一定規模以下（例えば資
　　本金1億円未満かつ負債総額10億円未満）の会社にあっては監査役を置
　　かないことができる。有限会社にあっては，商法特例法2条の基準に該
　　当する会社を除き，監査役を置かないことができる。
　（b）監査役は，取締役の直系親族，配偶者又は取締役と生計を一にするも
　　のであってはならない。　（注4）
（オ）会計監査
　（a）商法特例法による大会社およびその基準に該当する有限会社は，会計
　　監査人の監査を受けなければならない。
　（b）資本金3，000万円以上かつ負債総額3億円以上の株式会社，および資本
　　金1億円以上又は負債総額10億円以上の有限会社で，会計監査人の監査
　　を受けないものは，その計算に関し会計調査人の調査を受けなければな
　　らない。
　（c）会計調査人の調査は，「会社の貸借対照表および損益計算書が，相当の
　　会計帳簿に基づいて作成されているかどうか」　（商法33条2項参照）を
　　報告することを目的とする。
　（d）調査においては，相当の会計組織（帳簿の備付，確実な記帳の仕組み）
　　が備わっていることを確認し（商法32条1項参照），会計帳簿の記載につ
　　いて，期末における財産（資産及び債務）の実在性と網羅性（貸借対照
　　表項目〉，並びに期中における取引事実との対応（損益計算書項目）が一
　　応認められるかどうか（帳簿における資産，債務，取引事実等に関する
　　記録としての相当性）を吟味し（商法33条1項参照），会計帳簿と貸借対
　　照表及び損益計算書の記載との間に重要な不一致がないことを確認する。
　（e）会計調査人の基本的な資格は，公認会計士，監査法人，会計士補及び
　　税理士とする。　（注5）
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　この試案の特色を一言でいえば，　「問題点」において法務省が指向した理
念的指導性より一歩後退して，現実路線的傾向が強くなったことである。例
えば
　（1）会社の区分にっいて，A，B，Cの3案が提出され，法務省としては
　　A案を強く推していたが，最も現実に近いC案に決着した。これは中小
　　企業界の現状に大きな変更を加えることにより，混乱をひきおこしては
　　ならないという認識によつたものと考えられる。
　（2）1人会社の設立を認め，小会社の取締役を2人とし，監査役を任意の
　　機関としたことなど，同族的，閉鎖会社の現状を追認したが，そのかわ
　　り，業界から反対の多かった最低資本金制，簡易監査（会計調査という
　　抵抗の少ない用語とした）については法務省案を固持した。
なお試案については，本年11月15日を期限として再度各界の意見を照会して
改正要綱作成のため参考とすることになっている。
　2，大小会社区分立法と中小会社の立場
　今回の区分立法にたいして，最低資本金制が零細会社の切り拾て政策であ
り，外部監査が中小会社に少なからぬ経済的負担を強いる結果，経済界に大
きな混乱を引きおこす恐れがあるとして，中小企業界から激しい批判が寄せ
られたことは既に述べた通りである。ひるがえって，中小企業界の現実を見
ると，たしかに反対理由として挙げられたような事情が存在することは否定
できない。かつては中小企業にたいする評価は，わが国経済のウイークポイ
ントである二重構造の主な要因をなしており，日本経済のアキレス腱である
と見られていた。しかし60年代の後半から，一部中堅企業は，あるいは自力
により，あるいは国，地方自治体の援助によって近代化に取り組み，とくに
最近はコンピューター，ハイテクノロジーを取り入れて武装を強化して，現
在の貿易摩擦によって示される日本経済躍進を支える底力となるほど成長を
遂げたものもある。その技術力，経営の実力において格段の進歩を遂げ，昔
日の面影を一新した感があるものの，その法的体質においては旧態依然たる
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ものがあるといわなければならない。わが国が経済大国として世界経済をリ
ードする現在，国内事情もさることながら，この問題を国際的尺度で見直す
ことも必要ではなかろうか。
　1978年にヨーロッパ共同体理事会が採択したE　C第4指令51条項は，原則
とし有限責任の会社はその国の法律によって，計算を監査する権限をもつ1
人以上のものによって，年次計算が監査されるべきものとしている。（注6）
　監査において最も歴史が古く，かつ普及しているのは英国である。すべて
の会社は，会社法の規定にしたがって，イングランド・ウエールズ勅許会計
士協会に所属する者の中から，株主総会において選任された会計監査役の監
査を受けなければならない。また計算書類，監査報告書と年次報告書を会計
登記官に提出することが定められている。（注7）
　西ドイツでは，株式会社は株式法により，帳簿，年度決算書，営業報告書
について決算監査人（経済監査人または経済監査会社）の監査を受けなけれ
ばならない。また確定したそれらの書類を商業登記所に提出し公告する義務
がある。また株式会社以外の規模の大きい有限会社および人的会社は，開示
法によって経済監査士による監査と，年度報告書の公告の義務が課せられて
いるQ　（注8）
　米国においては，証取法によって，上場会社及び株主500名以上かつ総資
産300万ドル以上の州際通商を営む会社にたいし，公認会計士監査が実施さ
れている。この基準以下の会社にたいしてはレビューあるいはコンピレーシ
ョンが採用されているが，これは強制的ではなく，かつ両制度とも監査とは
別のカテゴリーに属するもので，米国においても中小会社にたいする監査の
必要が望まれている状況は，現在のわが国と共通している点である。（注9）
　先進諸国において有限責任制の代償として，計算の公開，会計の監査が法
定されており，それによって法の理念の達成，経済社会の秩序の維持，利害
関係者の保護が図られている事情は以上の通りである。会業サイドとしては，
公開，監査に費用をかけたとしても，それが余分な利潤を生む効果を期待で
きるわけでなく，むしろその金を投資に向ければ将来の利益獲得につながる
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公算が大きい。現実に中小会社はそのようにして，いわばなりふり構わず生
残り競争を闘ってきたのであって，こんどの改革に反対する理由は理解でき
ないわけではない。近年公害間題を契機として，企業の社会的コストの負担
という思想が一般化してきた。企業が社会においてその存在価値を主張する
ためには，その前提としてまず企業かその社会責任を果たすこと求められる
時代となった。コストの問題は，これまで「問題点」をめぐる論争の中で，
中小会社の経営のコストとして考えられてきたが，今後はわが国の経済社会
の秩序の維持，企業制度の存続のための社会的コストとして，討議されなけ
ればならない問題である。さらに計算の公開，外部監査が，中小会社にとっ
てかならずしもマイナスであるとは限らない。それが経営者の経営の指導に
役立つというプラスの面も看過してはならない。経営者はそれによって企業
の正しい経営成績や財政状態を知り，将来の経営政策に利用することができ
る。もし自分の経営する企業になんらかの隠された欠陥がある場合にも，早
期にこれを発見して対策を立て大事に至る前にその芽を摘みとることが可能
となる。これを業界全体として見れば，　「中小会社による有限責任の濫用に
よって被害を受けるものも多くは同じ中小企業であるから，中小会社の経理
の健全化，債権者保護の必要性は，大局的見地からは中小企業全体を益する」
という見方も成り立つのである（注9）今回の改正案が中小会社の体質を強化
するといわれるゆえんである。
　以上区分立法のこれまでの経過，それに寄せられた各界の意見・批判，最
近発表された改正試案について概略の紹介を試みた。53年の最終決定に至る
までなお流動的ではあるが，これを契機として，この問題の今後の動向に少
しでも関心をもっていただければ，筆者としても本稿執筆の意義が達せられ
たものとして喜ばしい次第である。
（注1）　「商法・有限会社法政正試案」原文　企業会計’86VoL38No．7P54～55
（注2〉前掲書　P61～62
（注3）前掲書　P56～57
（注4）前掲書　P55，P57
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（注5）前掲書　P62～63
（注6）　「大小会社区分立法の基本問題」稲葉威雄
　　　企業会計’83VoL35No．8P20
（注7）　「小規模会社に対する外部監査にかかる実態調査報告」企業会計審議会特別部会
　　　企業会計’85Vol．37No．9P100
（注8）前掲書　P101
（注9）前掲書　P102
（注10）　「大小（公開・非公開）会社区分立法及び合併に関する問題点評解」
　　　酒券俊雄　産業経理Vol．44No．2P122
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